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Ⅰ 調査概要 

 

 

１ 調査の目的 

   香川県社会福祉協議会は、災害時における要配慮者への福祉支援活動を迅速かつ円滑に展

開するとともに、災害発生時の広域的な支援及び支援調整を行うことを目的に、令和元年８

月５日から「香川県災害福祉支援ネットワーク協議会」を設置し、災害派遣福祉チーム（DWAT）

の養成や社会福祉施設等の事業継続計画作成支援のための研修の実施などに取り組んでい

る。 

   今回の調査は、香川県内の社会福祉施設等における災害対策の現状を把握し、今後の研修

等事業の計画、立案の参考にすることを目的に実施するものである。 

 

 

２ 調査対象 

  香川県内の社会福祉施設等 

 

 

３ 調査方法 

  配布：香川県社会福祉協議会の会員で、メールリストに登録のある社会福祉施設等 

２４８か所に対し、メールにて周知 

  回答：Googleフォームから回答 

 

 

４ 実施期間 

  令和４年５月１７日～令和４年５月３１日 

 

 

５ 回収数（回収率） 

７３か所（29.4％） 
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Ⅱ 集計結果 

 

 

回答者の属性 

 

所在市町 

高松市 28 

丸亀市 12 

坂出市 4 

善通寺市 0 

観音寺市 5 

さぬき市 3 

東かがわ市 2 

三豊市 7 

土庄町 1 

小豆島町 1 

三木町 2 

直島町 0 

宇多津町 2 

綾川町 1 

琴平町 1 

多度津町 1 

まんのう町 3 

合 計 73 

 

 

施設種別 

高齢者 39 

障害者 20 

児童 3 

保育所 11 

その他 2 

合 計 75 

その他：乳児院、母子支援施設 
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施設の利用者数 

１～３０名 16 

３１～６０名 19 

６１～１００名 21 

１０１名以上 16 

合 計 72 

 

 

 

施設の職員数 

１～３０名 34 

３１～６０名 21 

６１～１００名 15 

１０１名以上 3 

合 計 73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・県内の各市町の施設から幅広く回答いただきました。 

・施設種別については、高齢者、障害者分野からの回答が多く、災害に関しての関心が高いこ

とがうかがえます。 

・施設の規模は、利用者や職員数が30名以下の小規模な所から、101名以上の大規模な所ま

で回答いただきました。 
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災害への対策について 

 

1.施設の立地地域（複数回答） 

市街地域 26 

田園地域 37 

山間地域 10 

海岸地域 6 

河川保全区域 4 

その他 1 

合 計 84 

 

 

 

 

2.施設の耐震構造について 

耐震構造 68 

非耐震構造 5 

合 計 73 

 

 

 

3.ハザードマップでの被災想定について 

確認している 73 

確認していない 0 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

4.防災計画またはマニュアルの作成について 

作成している 72 

作成予定 1 

作成していない 0 

その他 0 

合 計 73 

 

  

その他：池のそばで裏山がある 
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5-1.防災訓練の実施について 

実施している 67 

実施予定 2 

実施していない 4 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

5-2.防災訓練の内容（複数回答） 

昼間想定 51 

夜間想定 29 

その他 6 

合 計 86 

 

 

 

 

 

5-3.防災訓練の年間の実施回数 

年間１回 11 

年間２～５回程度 43 

年間６回以上 16 

その他 0 

合 計 70 

 

 

 

5-4.防災訓練の外部参加者 

他法人 3 

行政 4 

消防団 10 

社会福祉協議会 1 

地域住民 4 

その他 14 

合 計 36 

 

 

 

その他：消防署、業者、保護者や一般の方、防災機器保守業者、同一敷地内にある施設、外部委

託している給食の調理員 

その他：通報訓練・風水害想定訓練・緊急連絡網訓練・シェイクアウト、夜間緊急連絡網訓練、 

地震後の火災想定、炊き出し訓練、ジェイアラート訓練 
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6.災害時の避難場所 

決めている 67 

検討中 3 

決めていない 0 

その他 1 

合 計 71 

 

 

 

 

 

 

 

  

【主な災害対策】 

・立地条件は、「田園地域」が最も多く、次いで「市街地域」、「山間地域」、「海岸地域」と

なっています。この他、池のそばなどの回答もありました。 

・耐震構造は、9割以上の施設が耐震構造でしたが、中には非耐震構造の施設もありまし

た。自治体で耐震診断や耐震工事への補助事業を行っている場合があるので確認いただ

き、大きな災害が起こる前に対応を検討してください。 

・ハザードマップは、すべての施設が確認していました。 

・防災計画やマニュアルは、作成していない施設はありませんでした。 

・地震や津波、風水害、高潮、土石流、地すべりなど、それぞれの立地条件によって災害の

リスクが変わるので、ハザードマップの確認、気象情報の確認、危険度分布を示す気象庁

のサイト「キキクル」などを活用し、災害に備えてください。 

 

【防災訓練】 

・９割以上の施設で防災訓練を実施していました。 

・防災訓練は、昼間に災害が発生することを想定して実施しているところが大半ですが、人

手が少ない夜間や早朝にも発生する可能性があります。様々な場面を想定し、施設内でど

のような対策が必要か検討しておきましょう。 

・また、防災訓練は、外部の方と連携するきっかけの一つです。新型コロナの影響により、

外部の方の出入りには配慮されていることと思いますが、災害発生時に施設だけでは対応

できない事態に陥った場合、近隣の方と助け合える関係を築いておくと、避難や復旧・復

興がスムーズになると考えられます。施設の中だけでなく、近隣の住民や他の施設、業

者、消防団などを巻き込んだ防災訓練を、積極的に検討してください。 

 

【避難場所】 

・ほぼすべての施設で、災害時の避難場所を決めていました。 

・施設の利用者は、避難に時間を要することが想定されるため、避難を開始するタイミング

を事前に決めておく、避難場所までの移動時間を計ってみるなどの対策が必要です。 

その他：施設内 
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災害時の組織体制について 

 

7.緊急時の指揮体制（職員体制） 

整備している 66 

検討中 6 

整備していない 1 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

8-1.職員の緊急連絡体制 

整備している 71 

整備予定 2 

整備していない 0 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

8-2.利用者・家族への緊急時の連絡体制 

整備している 60 

整備予定 9 

整備していない 4 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

8-3.関連自治体との緊急連絡体制 

整備している 54 

整備していない 16 

その他 1 

合 計 71 

※その他：連絡先一覧は整備している 
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8-4.関連業者との連絡体制 

整備している 40 

整備していない 30 

その他 1 

合 計 71 

※その他：整備しているが見直しが必要 

 

 

 

8-5.災害時の連絡体制（電話以外） 

メール 27 

LINE、LINE WORKS 24 

SNS 2 

安否確認システム 2 

アプリ 3 

Google ドライブ 2 

FAX 1 

 

  

【緊急時の指揮体制】 

・9割以上の施設で指揮体制を整備していました。 

・災害は、夜間や休日に発生する可能性があり、組織のトップが不在である場合も想定さ

れます。災害時における指揮命令系統を明確にし、発災時の指揮命令者をあらかじめ複

数名決めておきましょう。 

 

【職員の連絡体制】 

・職員の緊急連絡体制を整備していないところはありませんでした。 

・まずは全職員の安否確認を行い、参集可能人員を確認しましょう。 

 

【その他の連絡体制】 

・災害が発生した場合、電話がつながりにくくなりますので、メールやLINEなど、複数

の連絡手段を確保しておきましょう。 

・東日本大震災で被災した保育所では、保護者と電話での連絡がつかなかったという事例

がありました。保護者は帰宅難民で駅に足止めされており、電話がつながりにくい環境

にあったようです。この時、保育所がTwitterで「〇〇に避難しています。」と情報を流

し、それを見た保護者が避難所にお迎えに来て、無事に引き渡しができたようです。 

・この事例から、災害時の避難場所やどのような状況で避難を開始するのか等、日頃から

利用者や家族に伝えておくことが大切といえます。 

・自治体や関係業者等は、災害時に混乱していることが予想されますので、複数の連絡手

段を活用したり、事前に連絡方法を話し合って決めておくことが望ましいです。 
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事業継続計画（BCP）について 

 

9-1.BCPの周知度 

知っている 56 

聞いたことはある 16 

知らない 1 

その他 0 

合 計 73 

 

 

 

9-2.BCPの作成状況 

作成済 17 

作成中 26 

作成していない 30 

合 計 73 

 

 

 

9-3.BCPの作成単位 

法人単位で作成 17 

施設単位で作成 30 

その他 0 

合 計 47 

 

 

 

9-4.BCPの見直し、訓練の実施状況（複数回答） 

BCPの見直しを行っている 10 

BCPをもとに訓練を行っている 2 

見直しや訓練は行っていない 13 

合 計 25 
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9-5.BCPを作成していない理由 

事業継続計画（ＢＣＰ）がどのようなものか分からない 0 

事業継続計画（ＢＣＰ）が必要だと思わない 1 

作成方法が分からない 3 

作成する余裕がない 7 

防災計画等、災害対策に係る計画を別途作成している 10 

その他 2 

合 計 23 

※その他：防災計画だけで対応、令和 6年度までには作成予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10-1.他機関・他施設との災害時協定 

締結している 21 

締結予定 6 

締結していない 43 

その他 1 

合 計 71 

※その他：締結しているが古い物であり現在 

有効かどうか確認できていない。 

 

 

10-2.他機関・他施設と締結している協定 

福祉避難所 8 自治会の相互応援 2 

災害時緊急避難所 1 種別協の協定 3 

要配慮者の緊急受入れ 4 地区社協の協定 1 

施設間の相互応援 5 四国地区の協定 2 

消防・防災活動の相互応援 1   
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10-3.DWATチームへの登録状況 

登録していない 37 

登録している 12 

登録を検討中 10 

登録は考えていない 14 

合 計 73 

 

 

 

 

  

【事業継続計画（BCP）】 

・厚生労働省は、2021年4月施行「令和３年度介護報酬改定における改訂事項につい

て」*1の中で、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続計画（BCP）等の策定、

研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務化しています。３年間の猶予期

間を設けているため、完全義務化は 2024 年度（令和６年度）からです。 

・厚生労働省のホームページ*2で、介護事業所向けの事業継続計画（BCP）の作成を支援

するガイドラインやひな形、動画などが公開されていますので、これから作成する事業

所は参考にしてください。 

・事業継続計画（BCP）は、自然災害や感染症が発生した場合であっても、福祉サービス

をどのように継続、復旧させていくかを示すものです。社会福祉施設は、配慮が必要な

高齢者、障害者、子ども等（以下、「要配慮者」という。）を対象に福祉サービスを提供

しており、災害が発生したからといって、事業を縮小、休止することは困難です。事業

継続計画（BCP）の策定義務のない施設であっても、災害への備えとして、BCPの策定

を検討してください。 

・災害発生時、要配慮者を対象とした社会福祉施設のニーズは拡大することが予想されま

す。このような時、事業を継続するために、外部支援者の活用も検討しましょう。他機

関・他施設との協定や地域との連携など、事前に話し合いの場を設定し、いざという時

に協力しあえる合意形成しておくことが重要です。 

・BCPの策定だけでなく、研修や訓練（シミュレーション）の実施も義務化の対象です。

BCPが職場に浸透しているのか、実際に運用できる内容なのか等、研修や訓練を通して

確認し、いざという時に活用できるBCPを整えましょう。 

*1）厚生労働省HP「令和３年度介護報酬改定について」から確認できます。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html） 

*2）厚生労働省HP「介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修」より 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html） 
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災害時の備蓄品について 

 

11-1.利用者用の備蓄品（複数回答） 

食料 64 

飲料水 63 

医療品 38 

燃料 19 

衛生用品 50 

その他 3 

備蓄していない 3 

合 計 240 
 

11-2.職員用の備蓄品（複数回答） 

食料 36 

飲料水 37 

医療品 13 

燃料 11 

衛生用品 22 

その他 1 

備蓄していない 31 

合 計 151 
 

11-3.その他（避難してきた地域住民等）の備蓄品（複数回答） 

食料 7 

飲料水 7 

医療品 1 

燃料 1 

衛生用品 3 

その他 1 

備蓄していない 60 

合 計 80 

※その他：作業機材、避難用具、テント、発電機、 

寝具、簡易トイレ、カセットコンロなど 

《主な備蓄量》 

食料 
 １～３日分 52 
 ４～６日分 1 
 １週間分以上 5 

飲料水 
 １～３日分 39 
 ４～６日分 1 
 １週間分以上 3 

衛生用品 
 １～３日分 1 
 １週間分以上 1 
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・多くの施設が、利用者の食料や飲料水を３日間程度備蓄していました。 

・職員やその他（避難してきた住民等）への備蓄は、利用者ほどの備蓄は認められませんで

した。 

・備蓄の量に目安はありませんが、利用者の状況に応じて「風水害や直下型地震で３日間、

南海トラフ地震で１週間分と想定」*3を参考に備蓄を計画してみましょう。 

・被災施設では、「職員分の食料も利用者や避難所の方々にすべて提供することとなった」と

いう話もあるので、余裕があれば職員の食料の備蓄も検討してください。 

・必要分の備蓄が難しい場合は、不足分を補うために、事前に周辺のスーパー等と協定を締

結しておくなど、食料が枯渇しないような工夫が必要です。 

*3）後藤至功著『社会福祉施設・事業所のBCP（事業継続計画）』（2021年 全国コミュニティライフサポートセンター）48p 
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防災への取組み・課題について 

 

12.防災への取組みに対する課題（複数回答） 

地域や関係機関との連携（行政、社協、近隣施設、地域住民） 50 

事業継続計画（ＢＣＰ）の作成・運用方法 41 

防災計画、防災マニュアル、緊急連絡網の策定 12 

職員等の防災意識の向上 38 

ライフラインが途絶えた時の対応（復旧までの優先事業、業務等の設定考え方など） 52 

備蓄品の準備・管理等 31 

職員間の連携 22 

防災についての基本的な知識 14 

受援、応援体制（他法人からの施設間応援） 22 

DWATへの参画、職員派遣、避難所運営 15 

その他 5 

合 計 302 

※その他：災害が起こるイメージができない、災害時の職員体制・招集方法、安全に移動できる避難場

所の確保、遠距離勤務者の緊急配備、中・長期に及ぶ災害時の人材確保 
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13.今後学びたいこと、希望すること（複数回答） 

事業継続計画（ＢＣＰ、ＢＣＭ）について 45 

施設で必要な備蓄品について 29 

防災計画・防災マニュアルについて（フローチャート、チェックリスト、緊急連絡網等） 26 

職員の防災に関する知識や意識の向上について 40 

受援、応援体制（他法人からの施設間応援）について 30 

DWATへの参画、職員派遣、避難所運営の方法など 25 

その他 2 

合 計 197 

※その他：現実的な災害の想定、適正な非常用電源稼働時間 

 

 

 

  

【防災への取組みの課題】 

・一番多かった項目が「ライフラインが途絶えた時の対応」、次いで「地域や関係機関との連

携」、「事業継続計画（BCP）の作成・運用方法」です。 

・いただいたご意見をもとに、今後研修会などを企画したいと考えています。 

 

【今後学びたいこと】 

・一番多かった項目が「事業継続計画（BCP、BCM）について」、次いで「職員の防災に対関

する知識や意識の向上について」、「受援、応援体制について」です。 

・事業継続計画（BCP）策定支援研修会や職員の災害対応力向上研修会は、香川県社協主催

で研修会を開催していますので、まだ受講したことがない施設の方は、ぜひご活用くださ

い。 
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Ⅲ 調査票 

 

Googleフォームで作成したものを、Word形式に整理しています。 

 

社会福祉施設等における災害対策に関するアンケート 
 

 香川県内の社会福祉施設等における災害対策の現状を把握し、今後の研修等事業の計画立案の

参考にするため、アンケートのご協力をお願いいたします。 

【回答期限】令和４年５月３１日（火） 

 

法 人 名  

施 設 名  

所 在 市 町 

高松市  丸亀市  坂出市  善通寺市  観音寺市  さぬき市 

東かがわ市  三豊市  土庄町  小豆島町  三木町  直島町 

宇多津町  綾川町  琴平町  多度津町  まんのう町 

電 話 番 号  

施 設 種 別 
高齢者  ・  障害者  ・  児童  ・  保育所 

その他（                  ） 

施設の利用者の 

人 数 
１～３０名  ３１～６０名  ６１～１００名  １０１名以上 

施設の職員の人数 

※ 非 常 勤 を 含 む 
１～３０名  ３１～６０名  ６１～１００名  １０１名以上 

 

 

Ⅰ 災害への対策について 

 

１ 施設の立地条件について（複数回答可） 

 □ 市街地域       □ 田園地域 

 □ 山間地域       □ 海岸地域 

 □ 河川保全区域     □ その他（                 ） 

 

２ 施設の耐震構造について 

 □ 耐震構造       □ 非耐震構造 

 

３ ハザードマップでの被災想定について 

 □ 確認している     □ 確認していない 

 □ その他（                 ） 
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４ 防災計画またはマニュアルの作成について 

 □ 作成している     □ 作成予定 

 □ 作成していない    □ その他（                 ） 

 

５ 防災訓練について 

 ① 防災訓練の実施について 

  □ 実施している    □ 実施予定 

  □ 実施していない   □ その他（                 ） 

 

 ② ①で防災訓練を「実施している」「実施予定」と回答した方にお伺いします。 

防災訓練の内容を教えてください。（複数回答可） 

  □ 昼間想定      □ 夜間想定 

  □ その他（                 ） 

 

 ③ ①で防災訓練を「実施している」「実施予定」と回答した方にお伺いします。 

   防災訓練の年間の実施回数を教えてください。 

  □ 年間１回      □ 年間２～５回程度 

  □ 年間６回以上    □ その他（                 ） 

  

 ④ ①で防災訓練を「実施している」と回答した方にお伺いします。 

防災訓練の外部参加者がいるかどうか教えてください。（複数回答可） 

  □ 他法人       □ 行政 

  □ 消防団       □ 社会福祉協議会 

  □ 地域住民      □ その他（                 ） 

 

６ 災害時の避難場所について 

 □ 決めている      □ 検討中 

 □ 決めていない     □ その他（                 ） 

 

 

Ⅱ 災害時の組織体制について 

 

７ 緊急時の指揮体制（職員体制）について 

 □ 整備している     □ 検討中 

 □ 整備していない    □ その他（                 ） 

 

８ 災害時の連絡体制について 

 ① 職員の緊急連絡体制について 

  □ 整備している    □ 整備予定 

  □ 整備していない   □ その他（                 ） 



- 18 - 

 ② 利用者・家族への緊急時の連絡体制について 

 □ 整備している    □ 整備予定 

  □ 整備していない   □ その他（                 ） 

 

③ 関連自治体との緊急連絡体制について 

  □ 整備している    □ 整備していない 

 □ その他（                 ） 

 

 ④ 関連業者との連絡体制について 

  □ 整備している    □ 整備していない 

 □ その他（                 ） 

 

 ⑤ 災害時の連絡体制について、電話以外の連絡方法を確保している場合は、具体的な連絡方

法をご記入ください。（例：メール、SNS、LINE等） 

 

 

 

 

Ⅲ 事業継続計画（BCP）について 

 

９ 事業継続計画（BCP）について 

 ① 事業継続計画（BCP）について知っていますか。 

  □ 知っている      □ 聞いたことはある 

  □ 知らない       □ その他（                 ） 

 

 ② 事業継続計画（BCP）の作成状況について 

  □ 作成済        □ 作成中 

  □ 作成していない 

 

 ③ ②で事業継続計画（BCP）を「作成済」「作成中」と回答した方にお伺いします。 

事業継続計画（BCP）をどの程度の規模で作成しているか教えてください。 

  □ 法人単位で作成    □ 施設単位で作成 

 □ その他（                 ） 

 

 ④ ②で事業継続計画（BCP）を「作成済」と回答した方にお伺いします。 

   事業継続計画（BCP）の見直しや訓練を実施していますか。 

  □ BCPの見直しを行っている 

  □ BCPをもとに訓練を行っている 

  □ 見直しや訓練は行っていない 
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 ⑤ ②で事業継続計画（BCP）を「作成していない」と回答した方にお伺いします。 

   事業継続計画（BCP）を作成していない理由を教えてください。（複数回答可） 

  □ 事業継続計画（BCP）がどのようなものか分からない 

  □ 事業継続計画（BCP）が必要だと思わない 

  □ 作成方法が分からない 

  □ 作成する余裕がない 

  □ 防災計画等、災害対策に係る計画を別途作成している 

□ その他（                 ） 

 

10 災害における他機関・他施設との連携について 

 ① 災害時における他機関・他施設と協定を締結していますか。 

  □ 締結している     □ 締結予定 

  □ 締結していない    □ その他（                 ） 

 

 ② 他機関・他施設と締結している協定の具体的な内容を教えてください。 

 

 

 

 ③ 災害派遣福祉チーム（DWAT）への登録状況を教えてください。 

  □ 登録していない    □ 登録している 

  □ 登録を検討中     □ 登録は考えていない 

 

 

Ⅳ 災害時の備蓄品について 

 

11 災害時の備蓄について 

 ① 利用者用の備蓄品について 

  □ 備蓄している 

  □ 食料：     日分     □ 飲料水：   日分 

  □ 医療品：    日分     □ 燃料：    日分 

  □ 衛生用品：   日分 

  □ その他：（                     ） 

  □ 備蓄していない 

 

 

 

 

 

 

 



- 20 - 

 ② 職員用の備蓄品について 

  □ 備蓄している 

  □ 食料：     日分     □ 飲料水：   日分 

  □ 医療品：    日分     □ 燃料：    日分 

  □ 衛生用品：   日分 

  □ その他：（                     ） 

  □ 備蓄していない 

 

③ その他（避難してきた地域住民等）の備蓄品について 

  □ 備蓄している 

  □ 食料：     日分     □ 飲料水：   日分 

  □ 医療品：    日分     □ 燃料：    日分 

  □ 衛生用品：   日分 

  □ その他：（                     ） 

  □ 備蓄していない 

 

 

Ⅴ 防災への取組み・課題について 

 

12 防災における取組みで課題と感じていることを教えてください。（複数回答可） 

 □ 地域や関係機関との連携（行政、社協、近隣施設、地域住民） 

 □ 事業継続計画（BCP）の作成・運用方法 

 □ 防災計画、防災マニュアル、緊急連絡網の策定 

 □ 職員防の防災意識の向上 

 □ ライフラインが途絶えた時の対応（復旧までの優先事業、業務等の設定、考え方など） 

 □ 備蓄品の準備・管理等 

 □ 職員間の連携 

 □ 防災についての基本的な知識 

 □ 受援、応援体制（他法人からの施設間応援） 

 □ DWATへの参画、職員派遣、避難所運営 

 □ その他（                                  ） 

 

13 今後、災害対策で学びたいこと、希望すること等を教えてください。（複数回答可） 

 □ 事業継続計画（BCP、BCM）について 

 □ 施設で必要な備蓄品について 

 □ 防災計画・防災マニュアルについて（フローチャート、チェックリスト、緊急連絡網等） 

 □ 職員の防災に関する知識や意識の向上について 

 □ 受援、応援体制（他法人からの施設間応援）について 

 □ DWATへの参画、職員派遣、避難所運営の方法など 

 □ その他（                                  ） 
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14 差支えなければ、災害担当者のメールアドレスをご記入ください。 

  今後、香川県社会福祉協議会が実施する災害対策の研修会のご案内等に活用させていただき

ます。 

E-mail： 

 

15 ご意見等ございましたら、ご自由にご記入ください。（防災に対する施設の工夫、努力してい

る取組みなどがあれば、教えてください。） 

 

 

 

 

 

 

質問は以上です。 

ご協力、ありがとうございました。 

 

  



 

 

 

 

調査にご協力いただいた施設の皆様に、深く感謝申しあげます。 

 

 

令和４年度 香川県内の社会福祉施設等における災害対策に関するアンケート調査報告書 

 

令和４年６月作成 

社会福祉法人香川県社会福祉協議会（法人振興課） 

〒760-0017 高松市番町1-10-35 香川県社会福祉総合センター内 

TEL 087-861-5611  FAX 087-861-2664 


